答　　申

審査会の結論

１　北九州市教育委員会（以下「実施機関」という。）は、手続上、本件審査請求の対象となった行政文書一部開示決定を取り消し、改めて下記２を踏まえた決定を行うべきである。

２　本件審査請求の対象となった行政文書一部開示決定の実体的内容については、本件審査請求の対象となった行政文書の不開示部分のうち、「委員長名及び選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名」並びに「指定管理者候補とならなかった法人及びＮＰＯ法人Ｘの評価等に関する選考委員の発言内容」を開示すべきである（なお、委員名簿は事実上追加開示されているが、手続上、改めて行う決定においても開示すべきである。）。
その他の部分を不開示とした処分は妥当である。

理　由

第１　審査請求に至る経緯

　１　審査請求人は、平成18年12月8日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「法人Ｙが本城公園内3施設の指定管理者に応募した際の、応募書類として提出した「指定申請書」「事業者に関する書類」（事業計画書）等の書類一式。ならびに選考時の議事録、選考結果が分かるもの。同社との指定管理に関する契約書」

２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成18年12月22日付けで、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成18年12月22日付北九教生体第654号。以下「本件処分」という。）を行い、審査請求人に通知し、審査請求人は、行政文書一部開示決定通知書（以下「決定通知書」という。）を平成18年12月22日に受領した。

３　審査請求人は、平成19年2月19日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第5条の規定により、実施機関に対して審査請求を行った。

第２　審査請求人の主張要旨

１　審査請求の趣旨

　　審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　審査請求の理由

　　　審査請求人が、審査請求書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している審査請求の主たる理由は、次のように要約される。

（1） 実施機関が行った本件処分は、手続上瑕疵があるため、取り消されるべきで
ある。

　

　ア　理由付記について

（ア）実施機関は、決定通知書に添付された「行政文書の一部を開示しない理由」（以下「理由書」という。）に記載されているとおり、単に「選考委員の名称」　

（以下「選考委員名」という。）を不開示としている。

　 そのため、審査請求人は、本件処分時に北九州市立体育施設指定管理者候補選定委員会委員名簿（以下「委員名簿」という。）が添付されていなかったこともあり、指定管理者候補選定委員会議事録（以下「議事録」という。）に記載された参加者名を選考委員以外の参加者であると理解し、選考委員名は開示されていないものと認識した。

したがって、実施機関は、理由説明書で述べているように「ここでいう選考委員名の公表というのは、特定の選考委員の北九州市立体育施設指定管理者候補選定委員会(以下「選定委員会」という。）での役割が特定できるものである」と選考委員名の公表の概念を限定して解釈するのであれば、限定することなく「選考委員名」を不開示とした本件処分を取り消し、改めて不開示処分を行うべきである。

（イ）「選考委員の発言内容」は、理由書に付記されておらず、本件処分が行われていないものと理解している。

イ　追加開示について

審査請求人は、後日、実施機関から委員名簿の事実上の追加開示を受けたものの、実施機関が議事録の一部である委員名簿を本件処分時に開示していないことは、実施機関が行った本件処分に関し手続上の瑕疵があり、本件処分時に遡って文書により開示すべきである。

ウ　したがって、実施機関が行った本件処分は、手続上瑕疵があるため、取り消されるべきである。

（２）「選考委員名」及び「選考委員の発言内容」は、条例第7条第5号に該当しない。

ア　北九州市立本城公園内3体育施設（以下「本城公園内3施設」という。）の指

定管理者であった法人Ｙは、同社の北九州営業所長が指定暴力団組幹部らと共
謀し、器物損壊容疑で逮捕・起訴され、また、同社の九州支店営業課長が入札
に関する談合容疑で逮捕・起訴されたため、同社に対する指定は平成18年12
月に取り消された。

　　このような不適切な会社が指定管理者に選定されたのは、選考段階で選考委

員が不当な圧力を受けたり、選考委員と同社が密接な関係であった可能性があ

り、そのことを検証するためには、選考委員名が開示されることが必要不可欠

である。

　イ　実施機関は、選考委員が外部から不当な干渉を受けるとの理由で選考委員名

を不開示としている。「不当な干渉を受ける場合」とは、「選定を強要されるな

どの場合」と考えられるが、その場合は、強要罪や脅迫罪などの刑事事件とな

る疑いが極めて強いことから、警察と連携して対応すべきである。

　　　したがって、外部から不当な干渉を受けるとの理由により選考委員名を公開

しないのは、市民の知る権利を侵害しており、選考委員と指定管理者とが裏取

引しているとの疑念を生じかねない。

　ウ　「選考委員の発言内容」を公表しない理由は、選考委員名を公表しない理由
　　とほぼ一致していることから、正当性がないことは明らかであり、開示すべき
　　である。

（3） 以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

（4） なお、本件処分において、不開示とされた法人Ｙの従業員の氏名、携帯電話番
号、経歴及び資格並びに法人Ｙの代表取締役、取締役、監査役及び営業所長の各
印影並びに指定管理者候補とならなかった法人の名称及び概要並びに事務局の発
言内容の一部（指定管理者候補となった法人の概要に関する情報）については、
争わない。

第３　審査請求に対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　選考委員名は、議事録に記載されている参加者のことであり、本件処分時に既に開示している。

２　選考委員名で不開示となった箇所は、委員長名及び選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名である。そして、これらの情報を開示し、選定委員会での役割が明確になった場合、意思決定後でも、選考委員に対する外部からの不当な干渉や圧力等により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、将来予定されている同種の審議に支障が生じる可能性が高まり、また選考委員個人に不利益を及ぼすこともあるため、これらの情報は、条例第7条第5号に該当する。

３　不開示となった選考委員の発言内容も、これらの情報を開示した場合、意思決定後でも、選考委員個人の見解、選定対象法人に対する評価等が公になり、選考委員に対する外部からの不当な干渉や圧力等により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、将来予定されている同種の審議に支障が生じる可能性が高まり、また選考委員個人に不利益を及ぼすこともあるため、これらの情報は、条例第7条第5号に該当する。

　　また、審議途中の十分な検討がなされていない段階の情報が公にされると、市民に無用の誤解を与え、混乱を招く場合があるため、この意味においても、選考委員の発言内容は条例第7条第5号に該当する。

４　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件審査請求は理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

（1） 指定管理者選定に至る経緯について

平成15年6月の地方自治法の一部改正により、公の施設の管理について指定管理者制度が創設され、北九州市においても平成15年11月から当該制度を導入し、積極的に民間活力の導入を推進している。このような中、本件本城公園内3施設について、実施機関は平成18年4月1日から指定管理者制度を導入することとし、平成17年7月に公募を行ったところ、法人Ｙを含む3法人から応募があった。そこで、選定委員会を設けて、書類審査及びプレゼンテーションにより審議を行い、各選考委員の合計点が最高得点となった法人Ｙを指定管理者候補として選定し、議会の議決を受けて、指定管理者として選定した。

（２）本件行政文書の概要

本件行政文書は、法人Ｙが本城公園内3施設の指定管理者選定に応募した際の参加申込書及び事業計画書等の書類一式並びに選考時の議事録、選考結果等に関するものであり、具体的には次のとおりである。

ア　企画提案競技参加申込書

 イ　企画提案競技参加申込書添付書類（管理運営事業計画書、定款、登記簿謄
本、収支予算書及び収支決算書、従事予定者の経歴）

　  ウ　企画提案概要（本城公園内）

　  エ　議事録（第1回から第3回）

　  オ　採点表

　  カ　北九州市立本城球場等3体育施設の管理に関する基本協定書

　　キ　北九州市立本城球場等3体育施設の管理に関する個別協定書

（３）本件行政文書における不開示情報は、次のとおりである。

　　　

　　ア　法人Ｙの従業員の氏名、携帯電話番号、経歴及び資格

イ　法人Ｙの代表取締役、取締役、監査役及び営業所長の各印影

ウ　指定管理者候補とならなかった法人の名称及び概要

エ　事務局の発言内容の一部（指定管理者候補となった法人の概要に関する
情報）

オ　委員長名及び選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名

カ　選考委員の発言内容の一部（法人の評価等に関する情報）

　（４）上記ア、イ、ウ及びエの不開示情報は、審査請求人が争わない旨申し出ているため、審査会としての判断は行わないこととする。

２　本件事案の争点

本件審査請求における争点は、次の2つに要約できる。

（１）本件処分は、理由付記等に関し手続上瑕疵があるため、取り消されるべきであるか否か(争点1)。

（２）本件不開示部分は条例第7条第5号に該当するか否か（争点2）。

　３　本件処分の理由付記等の違法性についての判断（争点1）

      審査請求人は、前記第2、2、（1）のとおり、実施機関が単に「選考委員名」を不開示としており、本件処分時に委員名簿を添付していないことから、議事録に記載された参加者名を選考委員以外の参加者であると理解し、選考委員の名称は開示されていないものと認識した。

したがって、実施機関は、理由説明書で述べているように「ここでいう選考委員名の公表というのは、特定の選考委員の選定委員会での役割が特定できるものである」と選考委員名の公表の概念を限定して解釈するのであれば、限定することなく「選考委員名」を不開示とした処分を取り消し、改めて不開示処分を行うべきである旨主張している。また、「選考委員の発言内容」も、理由書に付記されておらず、不開示処分が行われていない旨主張している。そこで、本件処分時の理由付記に違法性が認められるか否かを以下のとおり検討する。

（１）条例第11条第3項は、開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示しないときは、書面により理由を示さなければならない旨規定している。その趣旨は、不開示決定処分の客観性及び判断の慎重と公正妥当を担保してその恣意を抑制するともに、不開示理由を開示請求者に知らせることによって、その不服申立の便宜に資することにあると考えられる。

そして、この理由付記の程度は、当該公文書の種類、性質等とあいまって、公開請求をした者がその理由を当然知り得るような場合は別として、単に非公開の根拠規定を示すだけでは足りず、条例所定の非公開事由のどれに該当するのかをその根拠とともに了知し得るものでなければならないとされている（最高裁判所平成4年12月10日第一小法廷判決(平成4年（行ツ）第48号警視庁情報非公開決定処分取消請求事件)）。

（２）そこで、まず、理由書で不開示内容を「選考委員名」としたことについて検討すると、審査請求人の主張のとおり、実施機関は本件処分時に委員名簿を開示しておらず、記載が不十分であったため、審査請求人が「選考委員名」を全て開示していないものと認識したことは理解できるところである。

また、条例の趣旨が、開示等の決定について、慎重かつ合理的な判断を確保し並びにその不開示部分及びその理由を開示請求者に知らせるためであることからすれば、理由書には、審査請求人が了知し得るように、不開示部分については、できるだけ具体的に記載することが望ましく、その点では、本件処分における不開示部分の表記が適切でなかったものと考えられる。

しかしながら、本件処分では当初から選考委員名は客観的には全て開示されていたこと、実施機関は理由説明書でこの旨明らかにし、委員名簿も追加開示しており、上記誤解は早期に解消されていることなどに照らせば、本件処分を取り消さなければならない程度の重大な不備とまではいえない。

次に、議事録中の選考委員名を不開示としていることについては、理由書に「選考委員名」が不開示である旨が記載されており、不開示理由も述べられていることや、実施機関は、文書館職員を通じ、不開示内容とその理由を口頭で説明していることから、理由付記に十分ではない点はあるものの不備があるとまではいえない。

（３）他方、「選考委員の発言内容」の一部については、本件処分時の理由書では、不開示内容及びその理由のいずれも付記されておらず、後でそのことに気が付いた実施機関は、理由説明書において追加記載している。
ところで、不開示とされた｢選考委員の発言内容｣は、「第1回議事録」に、全部で5箇所存在しており、そのうち2箇所は、指定管理者候補とならなかった法人の名称であり、本件処分時に不開示内容として理由書に記載された「法人名」に該当する。

しかしながら、残りの3箇所については、1箇所は指定管理者候補とならなかった法人の評価に関する情報、2箇所は指定管理者候補となった法人の評価に関する情報であるが、理由書に記載された不開示内容に該当するものはなく、審査請求人が、不開示内容及び不開示理由を当然知り得るような状況があったとする事実も認められない。また、これら3箇所については、理由書では不開示内容とされていないので、当然ながらその理由も全く記載されていなかった。

したがって、本件決定の不開示内容及びその理由の記載の程度は、条例に定める要件を欠いたものといわざるを得ず、本件決定は取り消すべきものと解するのが相当である。

（４）なお、「委員名簿」については、第1回議事録に「委員名簿のとおり」と記載

　　　されていることから、議事録の一部として構成されていることが明らかであり、実施機関においては本件処分時に開示すべきところ、審査請求人に対し開示を行っていなかったことから、適切でなかった面もあるが、後日、このことに気付いて追加開示を行っており、本件処分時に委員名簿を開示していないことをもって、本件処分が違法であるとまではいえないと判断する。

　

４　条例第7条第5号該当性についての判断(争点2)　

本件処分、上記3のとおり理由付記に不備があり、取り消すべきであると判断するが、実施機関が改めて本件請求に対する決定を行うに際して、本件処分の不開示部分について条例第7条第5号の不開示情報に該当するか否かが問題になるので、これらの点についても以下検討する。
（１）条例第7条第5号の構造

条例第7条第5号は、「市の機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを規定している。

本号は、意思形成の過程の中にある情報が公にされると、外部からの圧力や干渉等により、率直な意見の交換や意思決定の中立性が損なわれたり、未成熟な情報が確定的な情報と誤解され、市民の間に無用の混乱を招いたりするなどの場合があるため、このようなおそれがある情報を不開示とすることを定めたものである。

他方、「市民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な市政の推進」（条例第1条）という条例の目的からは検討過程の情報をすべて不開示とすることは適当ではなく、最終的な意思決定前に情報を開示する必要がある場合も少なくないと考えられる。

したがって、本号の該当性判断に当たっては、アカウンタビリティの観点から開示することによる利益と、開示することにより行政機関等の適正な意思決定に支障を及ぼすおそれの有無及び程度を個別具体的に比較衡量し、開示することの公益性を考慮してもなお、開示による支障が看過し得ない程度に重大である場合を「不当に」という文言で画して、そのような場合に限定して不開示としたものと解釈するのが相当である。

特に、既に意思決定が行われた後は、当該意思決定そのものに影響が及ぶことはなくなるのであり、開示することにより行政機関等の適正な意思決定に支障を及ぼすおそれは一般的に軽減するのであるから、本号に該当するとして不開示とするためには、意思決定前との比較において、当該情報が公になることによる将来予定されている同種の検討等に係る意思決定への影響が、厳格に求められるというべきである。

　　　　このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討する。

（2） 本号該当性

　

　　ア　委員長名及び選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名について

実施機関は、本件行政文書に記載されている情報のうち、委員長名及び選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名については、これらを開示し、選考委員の選定委員会での役割が明確になった場合、意思決定後であっても、選考委員に対する外部からの不当な干渉や圧力等により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、将来予定されている同種の審議に支障が生じる可能性が高まり、また選考委員個人に不利益を及ぼすこともあるため、開示できない旨主張する。そこで、これらの情報が、本号に該当するか否か以下のとおり個別具体的に検討する。

（36） 委員長名

　　確かに、委員長名を開示することにより、一般市民は、不祥事を起こし

　た法人Ｙを指定管理者候補として選定した全責任は、委員長にあると誤信し委員長に対して非難・中傷を行うおそれが全くないとは言い切れない。

しかしながら、指定管理者は、前記第4、1、(1)のとおり、選定委員会の審査を受け、市長が最終的な意思決定を行うこととなっており、選定委員会が指定管理者を選定しているわけでないこと、また、指定管理者の審査手続上も、委員会が各選考委員の合計点が最高得点となった当該法人を選定することになっており、委員長が最終的に指定管理者候補を選定する権限を有しているわけではないことから、「外部からの不当な干渉や圧力等」及び「選考委員個人に不利益を及ぼすこと」については、指定管理者審査の制度を理解していない一般市民からの合理性のない非難・中傷の可能性があるという領域を出るものではない。

また、委員長の名称を開示すれば、委員長が発言した内容も公になるが本件委員長の発言内容は、議事の進行だけであり、法人の評価等の意見も全くなされていない。

よって、情報公開の公益性との比較において、開示による支障が看過し得ない程度に重大であるとまでは認められない。

したがって、当該情報は本号に該当しない。

　　　　　

（1） 選定対象法人の財政状況を説明した選考委員名

当該情報は、既にホームページ上で公開されている委員名簿の委員の略歴から十分推測されるところであり、また、当該情報を開示しても、当該選考委員が各団体の財政状況を説明した事実が明らかになるに過ぎず、当該発言箇所以外に当該選考委員の発言と推測される箇所も見当たらないことから、開示することにより特段支障があるとは考えられない。

また、本件法人Ｙが指定管理者を取り消されたのは、従業員の不祥事によるものであり、財政破綻の理由によるものでないことから、財務を担当した選考委員が市民から批判されるおそれはないと考えられる。

　　　　　したがって、当該情報は本号に該当しない。

　イ　選考委員の発言内容の一部について
実施機関は、選考委員の発言内容の一部についても、これらを開示した場合、意思決定後でも、選考委員個人の見解、選定対象法人に対する評価等が公になり、選考委員に対する外部からの不当な干渉や圧力等により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、将来予定されている同種の審議に支障が生じる可能性が高まり、また選考委員個人に不利益を及ぼすこともあり、さらに、審議途中の十分な検討がなされていない段階の情報が公にされると、市民に無用の誤解を与え、混乱を招く場合があるため、開示できない旨主張している。

　　　　確かに、本件選定委員会は、政策や制度のあり方などについて建議する審議会と異なり、公募を行った法人の中から、選定基準に照らし、施設の管理を行うのに最も適当と認められる団体を指定管理者候補として選定することになっており、法人評価に関する審議を行う選定委員会の性格上、不開示とされた発言内容を開示することになれば、指定管理期間満了後、新たに公募を行った法人に対する同様な審議の場において、選考委員が必要な発言を差し控えるなど、議論が形骸化し、適正かつ公正な選考を行うべき選定委員会の本来の意義が損なわれるおそれがあるという実施機関の主張も理解できないわけではない。

しかしながら、本件議事録における選考委員の個々の発言箇所については

「委員」としか記載されておらず、発言者の氏名が明らかにされてないこと、また、選考委員の発言内容から選考委員が特定されるおそれがあるか見分したところ、そのような情報は見当たらなかったことから、「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、将来予定されている同種の審議に支障が生じる可能性が高まるおそれがあり、また、選考委員個人に不利益を及ぼす」との実施機関の主張は、具体性を欠くものであり、情報公開の公益性との比較において、開示による支障が看過し得ない程度に重大であるとまでは認められない。

　次に、「市民に対して誤解を与えるなど無用な混乱を招くおそれがある」に該当するか否か、以下のとおり個別具体的に検討する。

（ア）指定管理者候補とならなかった法人の評価等に関する情報（第1回選定委員会　三萩野公園内施設・提案概要説明）

当該情報は、選考委員が同法人から提出された資料や既に一般に公開された情報に基づき、客観的に同法人を評価したものであり、実施機関が主張している「市民の混乱」も概ね抽象的に誤った印象を与える可能性があるという領域を出るものでなく、これらを開示することにより、市民に対して誤解を与えるなど無用な混乱を招くおそれがないことから、本号に該当しない。

（イ）指定管理者候補となった特定非営利活動法人Ｘの評価等に関する情報（第1回選定委員会　新門司体育施設提案概要説明）
当該情報は、平成17年度の収支予算書に記載されている情報の一部であり、評価の根拠となるものである。

ところで、特定非営利活動促進法（平成10年3月25日法律第７号。以下「ＮＰＯ法」という。）は、ＮＰＯ法人の情報公開について、「自らに関する情報をできるだけ公開することによって市民による信頼を得て、市民によって育てられるべきとの考え方に立ち、広範な情報公開制度を設けることによって広く市民によるチェックの下におくこと」との考え方に立っている（平成15年3月　内閣府　「ＮＰＯ法の運用方針」）。

そして、ＮＰＯ法人を設立しようとする者から提出された設立当初の事業年度及び翌年度事業年度の収支予算書については、申請書の受理日から2月間、公衆の縦覧に供することが義務付けられている（ＮＰＯ法第10条第2項）。
したがって、当該情報は、上記ＮＰＯ法の趣旨等からみて、不開示とすべきものではなく、実施機関が主張する「市民の混乱」のおそれもないことから、本号に該当しない。


（ウ）指定管理者候補となった法人Ｚの評価に関する情報（第1回選定委員会
　　大谷球場施設提案概要説明）当該情報は、選考委員が、当該法人に関し、
個人的な印象を述べたものであるが、その根拠となった説明はなされて
おらず、選考委員の意見としてこれを開示すれば、市民に対し、合理的
な根拠がある発言との誤解を与えるなど無用な混乱を招くおそれがある
ことから、本号に該当する。

５　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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